


















































































































































































































































































































































































































































































































































（21）	 Köhler,	 W.,	 Kossmann,	 R.,	 Handbuch	 der	 Wohnraummiete,	 6.,	 neubearbeitete	 Auflage,	 Verlag	 Frany	






























































































































（27）	 BT-Drucks.	 9／2079	 S14.	立法理由書によると，賃借人は敷金の支払いについて３ヶ月に分割して納めても
良いことになっている。賃借人の引越時の初期費用を考慮した上での配慮である。
（28）	 Köhler,	W.,	Kossmann,	R.,	a.	a.	O.	S.160,	Rdnr13.	賃貸借関係の開始時期とは，契約の締結時ではなくて，賃
借期間の始期であり，賃借人の転入のときである。この規定の意義は，賃料支払いと並んで高額な敷金を
一気に支払うという負担から賃借人を解放することにある。よって，当事者の約定の中に分割払いの特約
が存在しなくても，BGB第551条第２項によって認められ，約款規制法第９条第２項などの適用の余地はな
い。またBGB第551条第４項によって分割払いに関して賃借人に不利となるような特約を結んだ場合は，
担保に係る約定をすべて無効とする効果を持つことになる（MünchKomm/Voelskow§550b	 Rdnr.16.	 LG	
Luneburg	NJW-RR	 2000,	 S.821.）。しかしながら，担保の特約すべてを無効とするのではなく，支払方法の
み無効とするので十分である。
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めて賃料支払い義務が発生し，それと同時に敷金に関する担保の必要性もうまれるという
考え方が背景にあると思われる。しかし，我が国のように契約締結時に金銭の授受を行う
ことが多い慣習のもとで暮らすと，このような厳格な扱いは剛直であるという印象も出る
かと思われる。だが，賃借人と賃貸人の利害を正確に把握して，さらに引越時の賃借人の
出費を考えているわけであるから，決して剛直なものでは無いように思われる。残余金に
ついて明文規定は無いものの，入居後２ヶ月，３ヶ月の毎月の賃料支払時に支払うべきと
いう見解が有力である（29）。３ヶ月間が経過して初めて，賃借人は期限の利益を失い，賃貸
人は３ヶ月分をまとめて請求することができるようになる。そして賃借人による支払が遅
れてしまった場合，賃貸人はその敷金が適時に払われていたなら発生したであろうと予想
される利息分を加えて請求することができる。ただしここで注意を要するのは，この利息
はあくまで担保価値を高めるためのものであって，それ以上の意味を持つわけではないと
いうことである。なぜならば，敷金は賃借人の財産であって，その支払を遅れたからと
いって損害が発生する種類のものではないからである（30）。
賃借人の分割払いに関するBGB第551条第２項第１文は強行規定により定められてい
ると解される。分割払いについて特約でそれ以外の定めを行っても無効である。特に敷金
を全額払うまで部屋の鍵を引き渡さないという約定をした場合，これは無効とされる（31）。
賃貸借契約そのものの有効性には言及していないが，敷金についてのその他の扱いに関す
る特約も含めて，有効となると解してかまわないように思われる。「鍵を引き渡さない」
という箇所のみの効力を否定すれば，それ以外の部分については有効としてかまわないで
あろう。BGB第139条の法律行為の一部が無効である場合，その無効部分が無くても実行
されたであろうことが認められないならば，法律行為全部が無効であるという規定は，
BGB第551条の様々な要素を細かく配慮して保護する趣旨とはそぐわない。しかしながら，
賃貸人がこのような無効な特約を賃借人の意向に関わらず強行した場合には，賃借人は
BGB第543条第２項第１号に基づいて即時解約告知を行い，同時に損害賠償請求を行うこ
とができる。賃借人の特権ともいえる敷金分割支払請求権は，しっかり守られているとい
う印象を持つと思われるが，ここで先述の敷金分割支払の支払時期の扱いを思い起こして
みると，最初の賃料支払時期と同じでかまわないと解釈されていた。賃料支払と鍵の引渡
は同時履行と約定できるので，賃貸人は鍵の引渡と敷金の支払を同時履行で行うように主
張できてしまうわけである。結果的にこのように鍵の引渡と賃料の支払が同時履行に行わ
れると約定された場合，賃貸人は賃料支払時期に賃貸目的物の提供を申し出さえすれば，
BGB第553条に基づいて自らの義務を履行したことになり，実際の提供が無くても履行遅
滞とは扱われず，賃借人が支払を拒絶した場合，留置権を行使して賃貸目的物の引渡すな
わち鍵の引渡を拒絶できてしまう。さらに，敷金が交付されてはじめて賃貸借契約が締結
されるとする特約と実質的に同じ扱いが賃貸人に認められる。あくまで鍵の引渡と契約の
締結と敷金の支払を同時に行うことができないという解釈だからである。このような場合
の敷金の支払について，賃借人は返還請求できないことになってしまう。なぜならBGB
第813条第２項に基づいて債務の前払いとしてなされた支払には返還請求権は存在しない
（29）	 Münch-Komm/Schilling	§551BGB	Rdnr.13．
（30）	 Kraemer	PiG	62,	S.218．
（31）	 BGH	21.1.2004,	NZM,	2004,	S.258．
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からである。すべての場合に賃借人は法的保護が及んでいると油断をしてはいけない。
また，敷金支払請求権は仮に賃貸借期間の始期から長期間が経過したとしても消滅する
ことは無い。通説によると，この請求権は賃貸借契約の終了によっても消滅することは無
い（32）。それどころか，賃貸人はその間でさえも敷金支払請求権を有し続け，終了した契約
からも請求が発生する。なぜならば，たとえ賃貸借関係が終了しても，賃貸人が賃貸借関
係から既に発生して履行期を迎えた様々な請求は消滅しないからである。元となる契約が
消滅したとしても，そこから発生した請求が消滅しないなら，担保としての意義は十分に
その価値を持っている。敷金の担保的効力に根付いた扱いである。デュッッセルドルフ高
等裁判所は，賃貸人は敷金を巡る訴訟において，賃貸借関係が既に終了したにも関わらず，
賃借人に対して支払請求され，未だにそれに応えていないならば，敷金支払請求権は依然
存すると判示した（33）。敷金の担保的効力を強調し，賃貸人への配慮がなされたところであ
るが，一方で賃借人が支払っていない残債務がわずかな場合にも，このような満額の敷金
支払請求権を認めるのは，疑問が残る。このような場合には，賃貸人による権利の濫用と
評価して，賃借人を保護することが望ましい。しかしながら，権利の濫用を主張立証する
のは賃借人である。賃貸人の担保に対する利害を保護する一方で，賃借人にも対抗手段を
与えており，バランスが計られているように思われる。
賃借人は，賃借物を約定された期間経過後，契約に従った，引渡できるような状態でな
いがゆえに引渡を拒んだなら，敷金の全額を支払わなければならない。これは賃借人が賃
借物を毀損した場合が念頭に置かれているが，このような場合に瑕疵修補請求権や損害賠
償請求権を貫徹するために，敷金の全額支払いが命ぜられる。賃貸人の担保に関する利害
を重視している。
敷金の限度額と支払方法などの細かい扱いを観察すると，先ほどから強調しているよう
に，賃貸人の担保に関する利害を重視し，その上で実際に支払を行う賃借人への配慮を欠
かさず行っており，細やかな制度であり，その重要性が確認できる。
まとめ
このように，社会保護立法としての性質をあきらかにしているからこそ，ドイツにおい
て，敷金の限度額を巡る議論は，実に細やかに，その限度額超過という問題を扱っている。
それらは代表的な判例に見て取ることができるわけであるが，我が国の敷金を巡る現状と
比較検証すると，目的とその実現のための手段の間に論理的な道筋がたっていると評価で
きる。賃借人に必要な保護を与えようという姿勢は，敷金限度額を明確に遵守する契機を
与え，さらにはそこから敷金を巡る状況に一定の秩序を構築している。BGB第551条なら
びに旧BGB第550b 条の立法趣旨，ならびにその適用範囲に関する解釈を巡る議論を観察
し，その上で，我が国における地代家賃統制令の実態を検証すると，制度趣旨，制度意義，
（32）	 Köhler,	W.,	Kossmann,	R.,	a.	a.	O.	S.161,	Rdnr19.	但し，賃貸人は今まで支払われてこなかった敷金について利
害がある場合にのみ支払を請求できる。しかしながら，賃貸借関係が終了する際に金額まで明示されている
必要は無く，見積もることができないような金銭についても支払請求権の根拠とできる。なぜなら，敷金支
払請求権は賃貸借関係の継続中存続し続けており，この存在は特に主張立証を必要としないからである。
（33）	 OLG	Dusseldorf	GE2000,	S.342.	NZM,	2001,	S.380．
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規範の目的に一定の差をみてしまう。さらには，敷金の限度額と表裏一体とされる，敷金
の分納制度を検証するなら，BGBが徹底して，賃借人保護のための必要かつ十分な配慮
を行っていることが見える。
我が国においては，賃貸住居市場を巡る現状は徐々に借手市場に移行し，良質な賃貸人
像が模索されるようになりつつある。このような現状で，敷金を不透明な，さらにはその
根拠も明らかにせずに，賃借人の不利益となるような運用を行うことは，最早許されるも
のではないと思われる。こういった不透明な敷金運用になんらかの理論構成と，透明な運
用を行うための道筋を付けるべきであるという意見を述べて，まとめに代えたい。
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〔抄　録〕
我が国の敷金に係る法的状況は，非常に混沌としている。我が国での敷金の扱いは，明
確な法的根拠もなく，不動産市場の慣習にすべてが委ねられている。このような，状況が，
賃借人に不利益を与えるような，不透明な制度運用を招いている。本稿においては，こう
いった不透明さを，除去する方策を，敷金の限度額設定の議論から見いだそうとする。
特に，ドイツ民法第551条の敷金に関する諸規制を参考にして，限度額設定を行うこと
で，敷金制度をより透明で，有意義なものと理解できるようになるという仮説にもとづい
ている。
我が国においても，かつては地代家賃統制令という特別な規制によって，敷金を賃料３	
ヶ月に限定する規制が行われていた。この規制と，ドイツ民法における規制を比較検証す
ると，それぞれ，規制の意義と目的に大きな相違点を見いだすことができた。このような，
根本的な思想の違いを指摘しつつ，敷金制度のあるべき運用を模索することが，本稿の目
的である。
